
 

 
 

 

地域医療介護総合確保基金計画について 

(令和２年度医療分） 
 

医療政策課 
 

１ 計画策定の趣旨   

医療機能の分化・連携等の医療提供体制の改革を実現するため、医療介護総合確保法に基づ

いて創設された基金を活用して実施する次の事業の長野県計画を策定するもの 

① 病床機能分化・連携推進事業  

② 在宅医療推進事業   

③ 医療従事者確保事業 

 

２ 目指すべき医療提供体制の方向性  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３ 令和２年度基金計画額 

1,668,026千円（国交付金：1,112,017千円、県費：556,009千円） 

  ※補助事業における補助率…ハード事業：原則1/3以内、ソフト事業：原則1/2以内又は定額 

 

４ 事業期間  

令和２年４月から令和３年３月まで（一部、複数年にわたる事業あり） 

 

 

2025年：超高齢社会の進展 

① 三大疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞）に対する標準的な急性期医療提供体制が

未だ脆弱な二次医療圏（上小、木曽、大北、北信）が存在 

② 在宅療養や看取りの希望が多い中、提供体制が十分確保されていない状況 

③ 県内の死亡原因において、がん・心疾患等の慢性疾患の割合が増加 

           

① どの医療圏においても県民が標準的な医療を等しく受けられる状況を創出 

② 患者が早期に社会・在宅復帰し、地域で継続的に生活 

③ 病床機能の見直しにより、患者の状態に応じた適切な医療を提供 

改革後の姿（「信州保健医療総合計画」でも掲げている目指すべき姿） 

本
県
の
現
状 

医療機能分化・連携による効率的で質の高い医療提供体制の構築 

資料 １ 

2025 年：団塊の世代が 75 歳以上（国民の 3 人に 1 人が 65 歳以上、5 人に 1 人が 75 歳以上） 

○ 慢性疾患、複数疾病を抱える患者の増加   ○ 手術のみならず、リハビリの必要性の増大 

○ 在宅で医療を受ける患者の増加 

 

１ 



 

５ 計画の内容 
 

① 病床機能分化・連携推進事業 893,783千円 

  病床の機能分化・連携、医療提供体制改革のために必要な施設・設備整備を支援 
  
  （事業目標） 

   長野県地域医療構想に基づき、地域全体で医療を支える体制を構築するため、不足する

医療機能への転換等を支援し、また、地域で不足する必要な設備等の充実に向けて医療機

関を支援する。 

（主な目標値） 

・再編、機能転換等に関する施設・設備整備事業の実施医療機関数：２医療機関 

 （病床機能分化・連携基盤整備事業関連） 

・医療機関間での医療連携を行うためのシステム整備：３施設 

 （地域医療ネットワーク活用推進事業関連） 
 

（主な事業）※金額は複数年事業含む 

❏ 病床機能分化・連携基盤整備事業 ················ 684,938千円 

  （地域医療構想の達成に必要な再編・統合等に関する施設・設備整備を支援） 

❏ 病床機能転換に伴う医療従事者の適正配置事業 ····· 73,165千円 

    （地域医療構想の達成に向けた、医師をはじめとする医療従事者の適正な配置を実施） 

❏ がん医療提供体制施設設備整備事業 ··············· 25,498千円                

  （がん診療を実施する医療機関が行う施設及び設備の整備に係る経費に対する補助） 

❏ 地域医療ネットワーク活用推進事業 ··············· 24,283千円                              

 （医療機関間での医療連携を行うためのネットワークシステム等の整備） ほか 

 

② 在宅医療推進事業 113,045千円 

多職種による在宅医療提供体制の整備、在宅医療に係る人材育成、普及啓発等を支援 
 

   （事業目標） 

可能な限り、住み慣れた地域で療養生活が送れるよう、入院患者への退院支援から退院 

後の日常療養支援、在宅療養患者の症状が急変した時の対応、人生の最終段階の看取りま 

で、医療従事者と介護従事者が連携して、患者や家族を支援していく体制の構築を目指す。 

関係者間の連携については、医師、歯科医師、看護師、薬剤師、歯科衛生士、理学療法士、 

管理栄養士、介護支援専門員等の多職種の専門性が尊重されるよう取り組む。 
 

（主な目標値） 

・軽症急性期患者や病院外で療養を行う患者への対応を行うことができる医療機関数： 

600医療機関（在宅医療運営総合支援事業関連） 

    ・訪問診療又は訪問看護体制を強化する医療機関数：５機関（在宅医療設備整備事業関連） 
 

（主な事業） 

❏ 在宅医療運営総合支援事業 ··············· 75,828千円 

    （往診・看取りなどを実施する医療機関への運営費の支援、当番医制による看取りの体制を 

     構築・運営する郡市医師会への支援） 

❏ 在宅医療設備整備事業 ···················· 3,930千円 

  （ポータブル超音波診断機器や訪問看護用車両等の整備への支援） 

❏ 在宅歯科医療設備整備事業 ················ 2,535千円 

  （在宅歯科医療用ポータブルレントゲン機器の整備への支援） 

❏ 薬剤師を活用した在宅医療推進研修会 ········· 760千円 

  （薬剤師の在宅医療推進研修会等の開催）   ほか 

２ 



 

 

③ 医療従事者確保事業 661,198千円 

    医師の地域・診療科偏在対策、勤務環境の改善、看護師の養成等を支援 
 

 （事業目標） 

   身近な地域で安心して医療を受けることができるよう、即戦力となる医師、看護師をは 

じめとする医療従事者の確保を図るともに、人材の育成を進めるなど、医療従事者の絶対 

数の確保を図ります。また、離職防止による人材確保の観点から、医療従事者の勤務環境 

改善に取り組む医療機関を支援する。 
 

（主な目標値） 

 ・看護師等養成所への補助：11校（看護師等養成所運営費補助金関連） 

・産科医等に分娩手当を支給する産科医療機関数：42施設 
 

（主な事業） 

❏ 看護師等養成所運営費補助金 ·················· 144,346千円 

（看護専門学校の運営費への支援） 

 ❏ 産科医等確保支援事業 ························ 43,649千円 

      （産科医療機関が行う産科医等に対する分娩手当等支給に要する経費に対する支援） 

❏ 信州医師確保総合支援センター運営事業 ········· 37,212千円 

      （医師等のキャリア形成支援、医学生修学資金貸与者等の研修先や勤務先の配置調整 

に要する経費に対する支援） 

❏ 新人看護職員研修指導体制整備事業 ············· 33,180千円  

（新人看護職員の卒後研修受講体制構築に要する経費に対する補助）  ほか 

 

６ 国からの内示状況 
  ９月 29日付けで、令和２年度医療介護提供体制改革推進交付金（医療分）の内示があった。 

  区分Ⅱ・Ⅲについては要望額を下回る結果となったが、過去に造成した基金の執行残を活用

し、予定していた全ての事業が実施可能。 

 

  なお、事業区分Ⅰ～Ⅲについて、国予算に残預金があることから、追加募集を行う旨連絡あ

り。（予算残額：区分Ⅰ 440億円、区分Ⅱ 11億円）別途、関係機関へ追加要望調査を行う予

定。 
 

事業区分 
（対象事業） 

要望額 
（千円） 

内示額 
（千円） 

 
内示率 
（％） 

Ⅰ 病床機能分化・連携推進事業 893,783 893,783 100.0 

Ⅱ 在宅医療推進事業 113,045 85,348 75.5 

Ⅲ 医療従事者確保・育成 661,198 438,352 66.3 

計 1,668,026 1,417,483 85.0 



（単位：千円）

893,783

1 24,283

2 3,997

3 11,627

4 13,871

5 14,665

6 684,938

7 11,129

8 71,861

9 1,304

10 17,009

11 1,240

12 457

13 3,597

14 2,597

15 1,600

16 29,608

113,045

17 1,200

18 17,250

19 2,169

20 1,796

令和２年度 地域医療介護総合確保基金事業一覧

基金計画額NO

在宅医療普及啓発・人材育成研修事業
　（在宅医療に対する医療関係者の知識等の充実、地域住民への普及啓発活動への支援）

在宅難病患者コミュニケーション支援事業
　（在宅難病患者支援を行う医療機関等向けの研修の実施及び支援に必要な機器の貸出等）

医学的リハビリテーション施設設備整備事業＜R3～4複数年事業 29,180 千円＞
 （リハビリテーション機能の充実に要する施設・設備整備に対する支援）

事業区分Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

在宅療養退院支援事業
　（患者の退院・在宅療養への移行調整を行う専任職員の配置等への支援）

精神障がい者在宅アセスメントセンター事業
　（緊急医療相談の受付、医療機関の紹介、支援プログラムの策定等による在宅患者への支援）

在宅医療推進協議会等設置運営支援事業
　（多職種による地域の在宅医療に係る協議会、連携体制整備のための検討会等への支援）

　在宅医療介護連携推進支援事業
　　 （市町村における在宅医療介護連携推進の取組を促進するための研修会等の実施）

在宅医療人材育成基盤整備事業
　（多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成の好事例の情報共有と地域への普及活動）

在宅歯科保健医療研修事業
　（在宅療養患者のための口腔ケアや摂食嚥下訓練等に関する研修会等の実施に対する支援）

　 病床機能転換に係る看護体制強化事業
　　（認知症、皮膚・排泄ケア、感染管理などの看護技術の取得に要する経費への補助）

長野県地域医療対策協議会
　（医師の確保・定着及び地域医療の充実を図るための対策について検討する協議会の運営）

在宅医療実施拠点整備事業
　（在宅医療を担う医師・訪問看護師等との連携体制構築や拠点整備に要する機器整備等への支援）

地域医療構想調整会議事業
　（県単位の地域医療構想調整会議等を開催）

がん医療提供体制施設設備整備事業
　（がん診療連携拠点病院等のがん診療に要する施設・設備整備への支援）

がん診療施設設備整備事業
　（脆弱二次医療圏における病院のがん診療に要する施設・設備整備への支援）

歯科保健医療機器整備事業
　（専門的口腔ケアの充実及び口腔機能管理体制強化のための機器整備の支援）

【拡】病床機能分化・連携基盤整備事業　＜R3～5複数年事業 669,645 千円＞
　（医療機関の回復期病床への転換、医療機関の統合に伴う施設整備等の支援）

事業区分Ⅰ　地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

脆弱二次医療圏・三次医療圏体制強化事業
　（脆弱な分野又は専門性の高い分野の強化を行う医療機関の施設整備等の支援）

地域医療人材ネットワーク構築支援事業
　（地域の拠点病院への医師の集約、医師不足病院を支援するネットワークの構築）

地域医療ネットワーク活用推進事業
　（医療機関間の医療情報連携のための地域医療ネットワーク構築の経費の支援）

事業名（事業概要）

資料１ ─ 別表



基金計画額NO 事業名（事業概要）

21 832

22 4,501

23 1,764

24 480

25 2,535

26 760

27 3,930

28 75,828

661,198

29 37,212

30 6,459

31 14,400

32 9,000

33 43,649

34 736

35 1,754

36 2,000

37 4,035

38 2,319

39 2,048

40 33,180

41 5,531

42 17,476

薬剤師復職・就業支援事業
　（薬剤師復職支援策を検討する協議会の開催、未就業薬剤師向け広報活動、相談会等の実施）

新人看護職員研修指導体制整備事業
　（教育指導者や新人看護職員数に応じた教育担当者の配置等への助成）

新人看護職員研修事業
　（新人看護職員向けの集合研修や新人看護職員の教育担当者向けの研修の実施）

ナースセンター運営事業
　（定年退職者など豊富な経験を有する看護職員（プラチナナース）の再就業に向けた研修やマッチ
    ングを実施）

長期連休時における精神保健指定医待機事業
　（医療機関の休診日が連続する特定期間における精神保健指定医の確保）

医科歯科連携研修事業
　（医科分野と歯科分野が連携した歯周病等による疾患憎悪に関する研修会等の実施）

医療従事者が働きやすい環境整備推進事業
　（宿日直の軽減や育児中の医療従事者の病児等のケアサービスに要する経費への補助）

女性医師総合支援事業
　（女性医師のライフステージや希望に添った勤務・キャリア形成・生活に関する総合的支援）

歯科医療関係者人材育成支援事業
　（離職した歯科医療関係者の復職支援等の取組に対する支援）

信州医師確保総合支援センター運営事業
　（医学生修学資金貸与者等のキャリア形成支援）

長野県ドクターバンク事業
　（医師の無料職業紹介）

長野県医学生修学資金等貸与事業
　（将来県内の医療機関で医師として勤務・研修しようとする医学生に対する修学資金の貸与等）

医師研究資金貸与事業
　（即戦力となる産科医やがん専門医を確保するための医師研究資金等の貸与等）

産科医等確保支援事業
　（分娩を取扱う産科医の処遇改善のための手当等支給への支援）

事業区分Ⅲ　医療従事者等の確保に関する事業

生活習慣病医療連携体制基盤整備事業
　（脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病等の生活習慣病における地域連携クリティカルパスの導入推進）

訪問看護支援事業
　（訪問看護師の資質向上研修や事業所へのコンサルティングを実施）

在宅歯科医療連携室整備事業
　（在宅歯科診療や口腔ケア指導等の相談を受け付ける窓口の運営等）

地域在宅歯科医療実施拠点事業
　（在宅歯科診療に関する相談や地域支援センターとの連携等を行う拠点の整備に対する支援）

　 在宅歯科医療設備整備事業
　　（在宅歯科診療用の医療機器等の整備に対する支援）

薬剤師を活用した在宅医療推進研修等事業
　（薬剤師のフィジカルアセスメントに係る実習形式の研修会等の実施に対する支援）

　 在宅医療設備整備事業
　　（訪問診療・看護に必要な医療機器・車両・情報端末等の整備に対する支援）

在宅医療運営総合支援事業
　（在宅医療を支える医療機関の運営費の支援）



基金計画額NO 事業名（事業概要）

43 10,910

44 2,618

45 1,097

46 1,246

47 6,700

48 273

49 3,535

50 1,010

51 328

52 144,346

53 12,177

54 3,446

55 6,615

56 44,529

57 225,257

58 17,312

1,668,026

中堅期保健師研修
　（地域住民の多様な健康ニーズや課題に対応できる保健師を養成するための研修を実施）

医療従事者救急技能向上支援事業
　（医療従事者の救命措置に関する資格取得に要する経費への補助）

　特定行為研修受講支援事業
　　　（訪問看護師が医師の判断を待たずに行える特定行為の研修受講経費に対する支援）

看護人材育成推進事業
　（看護職への研修体系を検討する協議会の運営、研修実施に対する相談・支援のためのアドバイザ
    ー派遣）

医療勤務環境改善支援センター運営事業
　（勤務環境改善マネジメントシステムを導入する医療機関を支援 ）

病院内保育所運営費補助金
　（病院内保育所の運営費に対する支援）

医療従事者勤務環境改善施設設備整備事業＜R4～5複数年事業 50,438千円＞
　（業務の効率化・負担軽減のための医局改修や文書作成システム等の施設・設備整備に対する支援）

小児救急電話相談事業
　（小児急病時における電話相談体制の確保や対処法に関する普及啓発）

計

医療的ケア児等支援体制構築事業
　（医療的ケア児を支援する関係者のネットワークの構築と人材育成の実施）

看護補助者活用推進研修事業
　（看護補助者の効果的な活用に関する研修や看護補助者の教育研修の実施）

看護師等養成所運営費補助金
　（看護専門学校等の運営費に対する支援）

看護職員等確保対策施設整備事業 《看護師勤務環境改善施設整備関係》
＜R3複数年事業  1,416千円＞
　（更衣室の改修等の勤務環境の改善を図るための施設整備に対する支援）

看護師等養成所施設整備事業
　（看護師等養成所の施設整備に対する支援）

助産師支援研修会
　（助産師のスキルアップに必要な知識・技術の習得のための研修会開催）

　　看護学生等実習指導者養成講習会
　　（看護師等養成所の実習指導者を養成するための研修会を実施）

　　看護教員養成講習会事業
　　（看護師等養成所の専任教員を養成するための講習会を実施）


